
 岩手県事務委任及び代決専決規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成 20 年 11 月 28 日 

                                         岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県規則第 87号 

   岩手県事務委任及び代決専決規則の一部を改正する規則                  

 岩手県事務委任及び代決専決規則（平成 18年岩手県規則第 64号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（部長等共通専決事項） （部長等共通専決事項） 

第32条 広域振興局、総合支局及び地方振興局の部長、工業技術集積支援センター所長、林務事

務所長並びに土木事務所長（第３項において「部長等」という。）の専決できる事項は、次の

とおりとする。 

第32条 広域振興局、総合支局及び地方振興局の部長、工業技術集積支援センター所長、林務事

務所長並びに土木事務所長（第３項において「部長等」という。）の専決できる事項は、次の

とおりとする。 

(１)～(９) ［略］ (１)～(９) ［略］ 

(10) 公益法人（その行う事業が２以上の広域振興局等の所管区域にわたる公益法人を除く。

以下同じ。）の定款又は寄附行為の変更（目的又は名称の変更に係るものを除く。）の認可

又は承認に関すること（別に定めるもののほか、広域振興局の部長等（第３項の表の中欄に

定める部長等をいう。）にあっては当該広域振興局の所管区域のうち総合支局の所管区域を

除く区域及び２以上の総合支局の所管区域に係るもの、総合支局の部長（同表の中欄に定め

る部長をいう。）にあっては当該総合支局の所管区域に係るものに限る。）。 

(10) 特例民法法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律

第50号。以下「一般社団・財団法人法等整備法」という。）第42条第２項に規定する特例民

法法人をいい、その行う事業が２以上の広域振興局等の所管区域にわたるものを除く。以下

同じ。）の定款の変更（目的又は名称の変更に係るものを除く。）の認可に関すること（別

に定めるもののほか、広域振興局の部長等（第３項の表の中欄に定める部長等をいう。）に

あっては当該広域振興局の所管区域のうち総合支局の所管区域を除く区域及び２以上の総 

合支局の所管区域に係るもの、総合支局の部長（同表の中欄に定める部長をいう。）にあっ

ては当該総合支局の所管区域に係るものに限る。）。 

(11) ［略］ (11) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

（保健所長等専決事項） （保健所長等専決事項） 

第47条 保健所長の専決できる事項は、次のとおりとする。 第47条 保健所長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

(１)～(５) ［略］ (１)～(５) ［略］ 

(６) 組織規則第42条に規定する保健所の所掌事務に関する事業を行う公益法人（その行う事

業が２以上の保健所の所管区域にわたる公益法人を除く。）の定款又は寄附行為の変更（目

的又は名称の変更に係るものを除く。）の認可又は承認に関すること。 

(６) 組織規則第42条に規定する保健所の所掌事務に関する事業を行う特例民法法人（その行

う事業が２以上の保健所の所管区域にわたるものを除く。）の定款の変更（目的又は名称の

変更に係るものを除く。）の認可に関すること。 

(７)～(20) ［略］ (７)～(20) ［略］ 

 （東京事務所長等専決事項）  （東京事務所長等専決事項） 

第 59条 東京事務所長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 (１) 広域振興局等の長から知事に徴収の引継ぎがあった県税に係る徴収金の徴収及びその

滞納処分並びに不納欠損処理に関すること。 

第 59条 東京事務所長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 (１) 広域振興局等の長から知事に徴収の引継ぎがあった県税及び地方法人特別税に係る徴

収金の徴収及びこれらの滞納処分並びに不納欠損処理に関すること。 

 (２)～(４) ［略］  (２)～(４) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

別表第１ 広域振興局等の長委任事項並びに当該事項に係る副局長等、部長等及び部に置く室の

長等共通専決事項（第５条、第31条―第33条関係） 

別表第１ 広域振興局等の長委任事項並びに当該事項に係る副局長等、部長等及び部に置く室の

長等共通専決事項（第５条、第31条―第33条関係） 

    専決権者      専決権者   
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  ［略］                ［略］               

 14 民法（明治29年法律第89号）の施行に

関すること（同法第59条第３号、第67条、

第77条第１項及び第２項（同条第３項に

おいて準用する場合を含む。）並びに第

83条の施行に関する事務に限る。）。 

 ［略］ その行

う事業が

２以上の

広域振興

局等の所

管区域に

わたる公

益法人及

び組織規

則第40条

に規定す

る保健所

の所掌事

務に関す

る公益法

  14 一般社団・財団法人法等整備法の施行

に関すること（一般社団・財団法人法等

整備法第52条の規定によりなお従前の

例によることとされる特例民法法人の

監事の職務（一般社団・財団法人法等整

備法第38条の規定による改正前の民法

（明治29年法律第89号。以下「旧民法」

という。）第59条第３号の規定による主

務官庁に対する報告に係るものに限

る。）及び一般社団・財団法人法等整備

法第95条の規定によりなお従前の例に

よることとされる特例民法法人の業務

の監督（設立の許可の取消し、解散の命

令及び定款の変更の認可に係るものを

除き、解散及び清算人に係る届出並びに

 ［略］ その行

う事業が

２以上の

広域振興

局等の所

管区域に

わたる特

例民法法

人及び組

織規則第

42条に規

定する保

健所の所

掌事務に

関する特 

 



   人に係る

ものを除

く。 

  清算結了の届出に係るものを含む。）に

関する事務に限る。）。 

 例民法法

人に係る

ものを除

く。 

 

 15 公益法人の設立及び監督に関する条

例（平成11年岩手県条例第63号）の施行

に関すること（同条例第４条第１項、第

５条第１項、第６条第１項及び第２項、

第７条第１項並びに第10条の施行に関

する事務に限る。）。 

 

 ［略］ その行

う事業が

２以上の

広域振興

局等の所

管区域に

わたる公

益法人及

び組織規

則第40条

に規定す

る保健所

の所掌事

務に関す

る公益法

人に係る

ものを除

く。 

  15 公益法人の設立及び監督に関する条

例を廃止する条例（平成20年岩手県条例

第51号）附則第２条の規定によりなおそ

の効力を有することとされる廃止前の

公益法人の設立及び監督に関する条例

（平成11年岩手県条例第63号。以下「旧

公益法人条例」という。）の施行に関す

ること（旧公益法人条例第４条第１項、

第５条第１項、第６条第１項及び第２

項、第７条第１項並びに第10条の施行に

関する事務に限る。）。 

 ［略］ その行

う事業が

２以上の

広域振興

局等の所

管区域に

わたる特

例民法法

人及び組

織規則第

42条に規

定する保

健所の所

掌事務に

関する特

例民法法

人に係る

ものを除

く。 

 

  ［略］    ［略］  

［略］ ［略］ 

別表第９ 広域振興局長等の長委任事項並びに当該事項に係る副局長等及び税務部長等専決事

項（第５条、第31条、第39条関係） 

別表第９ 広域振興局長等の長委任事項並びに当該事項に係る副局長等及び税務部長等専決事

項（第５条、第31条、第39条関係） 

      専決権者        専決権者   
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  ［略］                ［略］               

 ３ 会計規則

の施行に関

する事務 

第28条 県税に係る

徴収金の不

納欠損の処

理 

○ ○  ○    ○  ○ ○  ３ 会計規則の

施行に関する

事務 

第28条（第

131条第１

項 に お い

て 準 用 す

る 場 合 を

含む。） 

県税及び地

方法人特別

税に係る徴

収金の不納

欠損の処理

○ ○  ○    ○  ○ ○   

                ４ 地方法人特

別税等に関す

る暫定措置法

（平成20年法

律第25号）の

施行に関する

事務 

第 10条 徴収金の賦

課徴収 

○ ○  ○    ○ ○ ○ ○ 「総合

支局」欄

の「セン

ター所長

」にあっ

ては、賦

課を除く

。 

 

［略］ ［略］ 

別表第11 広域振興局等以外の出先機関のうち保健福祉部に属する出先機関の長委任事項（第 別表第11 広域振興局等以外の出先機関のうち保健福祉部に属する出先機関の長委任事項（第 

６条関係） ６条関係） 

 区 分 事 務 条 項 内 容 区 分 事 務 条 項 内 容  

 保健所長  ［略］ 保健所長  ［略］  

  15 民法の施行に関する事務

（その行う事業が２以上の

保健所の所管区域にわたる

公益法人に係るものを除き、

組織規則第42条に規定する

保健所の所掌事務に関する

事業を行う公益法人に係る 

第59条第３号 報告の受理  15 一般社団・財団法人法等整

備法の施行に関する事務（そ

の行う事業が２以上の保健

所の所管区域にわたる特例

民法法人に係るものを除き、

組織規則第42条に規定する

保健所の所掌事務に関する

第52条 報告の受理（一般社団・財団法

人法等整備法第52条の規定によ

りなお従前の例によることとさ

れる特例民法法人の監事の職務

であって、旧民法第59条第３号

の規定による主務官庁に対する

報告に係るものに限る。） 

 

  ものに限る。） 第67条 業務の監督  事業を行う特例民法法人に 第95条 業務の監督（一般社団・財団法  



   第77条第１項及び

第２項（同条第３

項において準用す

る場合を含む。）

並びに第83条 

届出の受理  係るものに限る。）  人法等整備法第95条の規定によ

りなお従前の例によることとさ

れる特例民法法人の業務の監督

（設立の許可の取消し、解散の

命令及び定款の変更の認可に係

るものを除き、解散及び清算人

に係る届出並びに清算結了の届

出に係るものを含む。）をいう。） 

 

   ［略］   ［略］  

        

  

16 知事の所管に属する事務の

公益法人の設立及び監督に関

する規則（昭和41年岩手県規

則第73号）の施行に関する事 

務（その行う事業が２以上の

保健所の所管区域にわたる公

益法人に係るものを除き、組

織規則第42条に規定する保健

所の所掌事務に関する事業を

行う公益法人に係るものに限

る。） 

   

16 旧公益法人条例の施行に関

する事務（その行う事業が２

以上の保健所の所管区域にわ

たる特例民法法人に係るもの

を除き、組織規則第 42条に規

定する保健所の所掌事務に関

する事業を行う特例民法法人

に係るものに限る。） 

   

   ［略］   ［略］  

  ［略］  ［略］  

［略］ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この規則は、平成 20年 12 月１日から施行する。 
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